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東ドイツにおける
経済の内包的発展について
大 橋 昭
I 外延的発展と内包的発展
1971年のソ連共産党第24回大会以来，東欧社会主義諸国においては，経済
の内包化(Intensivierung)，内包的拡大再生産(intensiverweiterte Reprod-
uktion)が当面する第 1の課題として取り上げられている。中でも極度の労
働力不足状態にある DDR (ドイツ民主共和国，東ドイツ）では，これが死
活の問題として，とくに強力に推進されている。ところで，再生産について
のこの 2つの方式を区別したのは，周知のように，マルクスに遡る。すなわ
ち「長短の期間で再生産が行われ，しかも一一社会の立場からみればー一拡
大された規模での再生産が行われる。それは，生産場面が拡大される場合に
(1) 
は外延的であり，生産手段の効果が高められる場合には内包的である」。さ
らに「蓄積，すなわち剰余価値の資本への転化は，その硯実の内容から見れ
ば，拡大された規模での再生産過程であって，この拡大が1日工場への新工場
の付設という形で外延的に現われるか，それとも従来の経営規模の内包的な
(2) 
拡張として現われるかは，どちらでもかまわないのである」。
しかし内包的再生産と外延的再生産の区別は，いうまでもなく，単純再生
(1) K. Marx, Das Kapital.大内兵衛。細川嘉六監訳「マルクス・エンゲルス全槃」
第24巻 210頁。
(2) K. Marx, a. a. 0.同前掲書， 391-392頁。
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産，拡大再生産，縮小再生産の区別とは別個のものである。内包的再生産は
拡大再生産に限られるのではなく，単純再生産の場合にも，そして縮小再生
産の場合にも起りうる。しかし今日一般に問題となるのは，拡大再生産の場
合においてであるので，一般に経済の内包化，内包的発展という場合は，内
包的拡大再生産をさすものと考えられる。本稿で内包的発展という場合もこ
の意味で用いる。
では，外延的発展と内包的発展は DDRにおいてどのように規定されてい
るか。 DDRのきわめて権威ある文献の一つ “PolitischeOkonomie des 
Sozialismus und ihre Anwendung in der DDR", Berlin 1969.による
と，外延的拡大再生産とは，生産場面の拡張，つまり投入された物的および
人的生産諸条件の範囲の量的拡大を意味し，生産手段の節約や労働生産性が
不変で，その代わりに，投入される生産手段や労働力の量が増大することに
よって，総生産高の増加が達成される場合である。これに対して，内包的拡
大再生産とは，投入された生産諸条件の効率が増大することを意味し，投入
された生産諸条件や労働力の量が所与で，投入された生産手段の節約が行わ
れ，労働生産性が向上することによって，総生産高の増加が達成される場合
(3) 
である。
しかし， DDR の代表的辞典 "MeyersLexikon’'は，「生産の内包化と
は，労働力数不変のままで，現存する生産設備や建物の利用を改善したり現
(4) 
代化することによって，生産を増大し生産効率を向上することである」と，
端的に，労働力の増加のいかんの問題として説明している。 DDRにおいて
内包的発展への移行のきっかけとなったのは，後述のように，本質的，究極
的にはともかく，直接的にはやはり労働力問題であったと思われるが，しか
しDDRにおいては，厳密には，外延的発展と内包的発展とが，労働力数の
(3) ・ Autorenkollektiv, Politische Ckonom1e des Sozialismus und ihre Anwendung 
in der DDR, Berlin 1969.労働大学調査研究所訳「社会主義経済学」下巻，
15-16頁。
(4) Meyers Lexikon, Leipzig 1974, S. 423. 
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増加，不変もしくは減少を唯一のメルクマールとするものとは決して考えら
れていない。反対に労働力数を唯一のメルクマールとすると，とにかく労働
力が増加しなければ外延的発展でないという理解が生まれ，外延的発展が狭
く理解される誤りの生じることが強調され，同様に，生きた労働の効率とい
う意味での労働生産性も，内包的発展もしくは外延的発展を区別する唯一の
メルクマールにならないことが強調されている。
マイヤーによると，内包的発展は，要するに，生産高増加に比して，生産：
要素についての費用が不変か，増加テンボの低いことであり，いわゆる国民
経済の効率の向上，すなわち，一定期間内における生産高と，それに費消さ
れた生きた労働と対象化された労働の総量の割合の向上を意味するものと規
(5) 
定される。それは，マルクスが労働の生産力として規定したものであり，個
別的労働の生産性と区別して，社会的労働の生産性とよばれるものである。
従って，内包的発展とは，要するに，そのような社会的労働の生産性向上を
意味するものと考えられるのであり，シュミットによると，それは具体的には
(6) 
次のような形をとって現われる。すなわち，労働生産性の向上，物財集約度
(7).  (8) 
(Materialintensitii.t) の低下， フォンド集約度 (Fondsintensitii.t) の低下~
および生産物の質の向上などである。要するに問題となるのは，品質の改善
を別とすれば，労働生産性の向上，フォンドの効率的使用，材料の節約であ
るので，これらに焦点を合わせて，以下 DDRにおける内包化の発展の過程
をみてみたい。
(5) S. Maier, Einige Bemerkungen zur Analyse des intensiven Wachstums mit 
Hilfe der Kennziffern・ Arbeitsproduktivitiit und Fondsintensitiit, Wirtscha― 
ftswissenschaft, 18. Jg., 1970, Nr. l, SS.131-134. 
(6) G. Schmidt und A. Bensch, Intensiv erweiterte Reproduktion in der 
DDR, Jena 1973, S. 45. 
(7) Materialintensitiitとは，費消された物財量の，それにより生産された生産物に
対する関係をいう。
(8) Fondsintensitiitとは，投下フォンドの， それにより生産された一定期間の生産
物に対する関係をいう。
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なお，国民経済の内包的発展という場合には，個々の労働場所の改善から
国民経済全体の内包化的構造変更を含むのであって，個々の場合や部門にお
ける外延的拡大再生産を排除するものではない。従って， 内包的発展とい
ぃ，外延的発展といっても，両者は相互に無開係でなく，滲透し合うものと
考えられるのである。また，社会主義において外延的拡大再生産が必要であ
るのは，主として次の事情による。第 1に，人口は一般的には増加する傾向
を有し，それによって労働能力とくに物質的生産の従事者の数が増加しうる
ことであって，これによって労働場所の創出，したがって生産場面の拡大が
可能であり，かつ必然的にもなることである。第 2に，経済部門や領域の中
には，国民経済全体の内包的発展のために，政策的に外延的発展を必要とす
る分野が生じることで，今日の DDRにとっても，住民の欲望充足の急速な
る達成に必要な分野，国民経済全体の内包的発展にとって不可欠な分野，科
学技術進歩にとって重大な分野，社会主義的経済統合の促進にとって重要な
分野が，主としてこれにあたる。
これに対して，社会主義では一般に内包的拡大再生産が基本的であり支配
的であって，法則的に進行するのであるが，それは一般には次の要因に基づ
く。第 1に，人ロー人当りの欲望が絶えず量的にも質的にも増大すること。
第2に，時間の節約の法則により，この絶えず増大する欲望は，その時々の
最小可能な労働や物質的手段の支出によって充足されねばならないこと。第
3に，科学技術進歩に基づき，労働力に対する生産手段の装備を絶えず高め
(9) 
る必要のあることなどである。
I DDRにおける外延的発展から内包的発展への移行
DDRにおいて， 経済の内包的発展が第1の政治的課題として強力に打ち
出されたのは， 1971年の SED（ドイツ社会主義統一党）の第8回党大会に
(9) G. Schmidt und A. Bensch, a. a. 0., S. 24. 
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おいてであった。これは同年開催のソ連共産党第24回大会以来，東欧社会主
義諸国全体において内包的発展が大きく取り上げられてきたのと全く軌を一
にする。しかし DDRにおいて，内包的発展への移行が最初打ち出されたの
は，これに遡ること 8年， 1963年の SED第6回党大会においてであった。
SED第 6回党大会は， 1950年代前半の社会主義の基礎建設の段階， 後半
の社会主義的生産閲係確立の段階を踏まえて，社会主義的生産関係がすべて
の国民経済の領域において勝利したことを確認し，発達した社会主義社会の
樹立を決議した大会であったが，これに基づいて発表されたいわゆる経済改
革でとくに知られている。この時期は， 1961年のいわゆるベルリンの壁によ
る，西ベルリンとの国境閉鎖などの行われた時期でもあり，政治的，経済的
にみて， 1949年建国以来 DDRにとって大きな転換期をなした時期である。
1950年代の外延的発展から， 1960年代以降の内包的発展への移行のきっか
けとなった1960年代初頭における DDR経済のいわゆる停滞は，社会的総生
産物の成長率の落ち込みに端的に現われている。（第 1表）これをフォンド
(10) 
との関連でみると，フォンドの有機的構成が， 1956年を例外として， 1950年
以来低下しており， 1960年に最低点に達して，それ以後再び上昇しているこ
とが注目される。（第2表）これは，一言にしていえば， フォンドの増加の
割合よりも賃金が急速に上昇したためで， 1950~1960年の間において，生産
領域における基本フォンド合計額は， 1950年1213億マルクから1960年の1619
(11) 
億マルクヘと約13％上昇したのみであるのに対して， 1か月当り平掏賃金額
は311マルクから 555マルクヘと約 178％の増加となっている。（第3表）も
ちろんこの間に投資は， 外延的発展の時期にふさわしく急速度に増加し，
1950年の36億マルクから1960年161億マルクヘ447％の上昇を示した。ちなみ
に内包的発展への移行が始った1960年代をみてみると， 1970年には 328億マ
ルクで，同じ11年間の増加率は1950年代の447％に対して204形にとどまって
(10) ここでフォンドの有機的構成とは，基本フォンドと流動フォンドの合計額の，必
要生産物，具体的には，月当り労働所得額に対する関係をいう。
(11) 以下本稿での数値は，とくに断らない限り，すべて StatistischesJahrbuch der 
DDRによる。
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第 2表 DDR国民経済におけるフォン
第 1表 DDRの社会的総生産物の対前 ドの有機的構成の推移
年度成長率 （％） (1950=100) 
年度 1 成長率 I 年度 1 成長率 年度 I% I年度 I% 
1950年 121.8 1962 104.6 1950 100 1961 67 
1951 119.9 1963 104.3 1951 86 1962 71 
1952 116.1 1964 107.2 1952 78 1963 74 
1953 109.2 1965 105.9 1953 77 1964 75 
1954 108.9 1966 105.9 1954 70 1965 76 
1955 106.1 1967 106.2 1955 69 19.66 77 
1956 107.5 1968 106.6 1956 71 1967 78 
1957 106.9 1969 106.5 1957 69 1968 78 
1958 111.6 1970 106.2 1958 67 1969 79 
1959 110.7 1971 105.0 1959 65 1970 82 
1960 106.6 1972 105.8 1960 64 
1961 103.1 1973 106.2 
（注） StatistischesJahrbuch der DDR 
（注） Autorenkollektiv,Intensivierung 
durch Rationalisierung, Berlin 
1974, s. 79. 
より計算。
第3表 DDRの各種指標
基本フォン 基本フォ‘ 平均月当り
労働所得年度 ド装備量！ドの効三生産国民所得労働生産性
-（マルク） （マルク） （百万マルク） （マルク） （マルク）
1950 19,740 224 27,177 |  4,186 311 
1955 21,088 368 50,347 7,283 432 
1960 24,944 439 71,045 10,469 555 
1965 34,505 387 84,175 12,711 633 
1970 43,644 394 108,720 16,244 755 
1971 42,259 388 113,562 16,955 785 
1972 48,813 389 120,090 17,892 814 
1973 51,550 388 126,670 | 18,861 835 
注 (1) Statistisches Taschenbuch der DDR, Berlin 1974.による。
(2) 基本フォンド装備量は，生産領域における就業者一人当りの平均
基本手段量。
(3) 基本フォンド効率は，生産領域における基本手段1,000マルク当
りの生産国民所得。
(4) 労働生産性は，生産領域における就業者一人当りの生産国民所得。
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いる。これはもちろん絶対額での相遮の問題もあり，相対的な増加率のみで
一概に論じるわけにいかない。
フォンドの有機的構成の低下は，別の形で表現すると，労働者に対するフ
ォンドの装備率の向上がおくれたことを意味する。生産領域における基本フ
ォンドの就業者一人当りの装備量は， 1950年19,740マルクであったが， 1960
年24,944マルクヘと 126%の上昇にしかなっていない。（第3表）ちなみに，
1970年のそれは 43,644マルクで， 1960年代の増加率は175彩となっている。
さらにフォンドの有機的構成の低下は，その間における社会的総生産物そし
て国民所得の急上昇と考え合わせる時，フォンド単位当りの国民所得，すな
わちフォンドの効率 (Effektivitat)がきわめて高く， 実に望ましい状態に
あったことを示している。第3表で明らかなように，基本フォンド1000マル
ク当りの生産国民所得は， 1950年224マルクであったが， 1960年には 439マ
ルクと， DDR史上最高を記録している。基本フォンド効率は， DDRではこ
れ以後低下ないし横ばいで推移するのであって，このことが現在の DDRに
とって一つの重大な問題となっている。
この間労働力はどうであったか。総就業者数は1950年720万人から 1960年
769万人に増加した。（第7表）増加率は 107%である。生産領城における就
業者一人当りの社会的総生産物は， 1950~1960年にかけて 242％の向上とな
っており，また生産領城における就業者一人当りの生産国民所得は， 1950年
4,186マルクから1960年10,469マルクヘと250彩の向上となっている。
以上のことを整理してみると， 1950年代の DDR経済は次のような形で推
移した。
(12) 
国民所得労働生産性 フォンド効率必要生産物基本フォンド装備率> > ＞ > 261% 250% 196% 178% 126% 
ここに， 1950年代においては，フォンド充実よりも，労働の質的量的な投
下量の増大により，文字通り外延的に，経済発展の行われてきたことがいか
んな．＜示されている。
(12) 1人当りの必要生産物で，第3表の平均一月当り労働所得による。以下同様。
｀ 
36(316) 東ドイツにおける経済の内包的発展について（大橋）
さて，このような発展図式は， 1960年代内包的発展への移行の始りととも
に，どのように変化しているか。有機的構成は， 1960年以降上昇傾向に転じ
るのであり，基本フォンド装備率は， 1960~1970年において 24,944マルク
から43,644マルクヘと175％の上昇，必要生産物は555マルクから 755マルク
へ136彩の上昇，フォンド効率は 439マルクから 394マルクヘと90彩の下落，
労働生産性は 10,469マルクから 16,244マルクヘ155彩の上昇，生産国民所得
は710億マルクから1087億マルクヘ153彩の上昇となっており，整理すると次
のようになる。
基本フォンド装備率労働生産性国民所得必要生産物 フォンド効率> > > > 175彩臼155彩 153彩 136彩 90彩
まず目につくのは，基本フォンド装備率の目ざましい向上である。基本フ
ォンド装備率の向上は，いうまでもなく，基本フォン tによる労働力の置き
換えの進行を意味し， いわゆる労働節約的経済への移行を端的に示してい
る。しかしこのことは，反面において，フォンド効率の低下もしくは停滞と
いう事態となって硯われているのである。この点については節を改めて取り
上げる。その前に， 1970年以降1973年までについて前記諸指標がいかに動い
ているかをみておきたい。これら諸指標は1970~1973年において次のように
推移しており，労働生産性と生産国民所得が少差で再度逆転していることが
注目される。
基本フォンド装備率国民所得労働生産性必要生産物 フォンド効率＞ 118彩 117彩 > > ＞ 116% 111彩 98彩
皿 フォンド効率をめぐって
前述のように， DDRの内包的発展にとって一つの重大な問題は，フォンド
効率の停滞にある。そこで DDRにおいては，生産フォンド効率の停滞ない
し低下が一つ．の客観的な法則でないかという議論が生まれている。それはマ
ルクスの有機的構成高度化の法則に立脚するものであるが，これに対してコ
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(13) 
チオレクは次のように反論している。第 1にそのような主張は，マルクスの
有機的構成高度化の法則を孤立的に理解しているものであり，とりわけ，科
学技術進歩と国民経済的に必要な構造変化の要因を一面的にしか評価しない
ものであること，および，社会主義においてフォンド効率の低下を阻止する
べく作用する要因を過小評価するものであることである。
コチオレクのいうフォンド効率の低下を阻止する要因とは何か。かれによ
ると，内包的拡大再生産は，生産フォンドの増加および労働力単位当りのフ
ォンド装備率向上それだけをもってなしえられるものではなく，第 1に，生
産フォンドの構成の変化に注目しなくてはならないし，さらに，フォンド装
備率においては，労働力単位当りの装備率と，労働場所当りの装備率を区別
(14) 
して論じる必要があるという。前者の生産フォンドの構成の変化とは，基本
フォンドが流動フォンドより急速に高まり，基本フォンドの中でも，生産用
具などの活動的部分 (aktiveTeile) が建物などの非活動的部分 (passive
Teile)よりも急速に高まることである。後者の点については，要するにフォ
ンド増加と比較してフォンド装備率の向上の小さいことが問題であるが，こ
のようなことが起るのは， 「労働力数が増加する時には，労働力単位当りフ
ォンド装備率と，労働場所当りのそれとが比例的に高まる形で，フォンドが
培加する場合であり，労働力数が不変もしくは低下する時には，労働場所当
りのフォンド装備率が，従業者当りの装備率よりも急速に高まり，そしてそ
れが交代制の増加と結びついている時には，従業者当りのフォンド装備率は，
(15) 
フォンド量よりもより急速に扁まることはない。」これに基づいて次の条件
(16) 
のみたされることが，要するに必要であるという。
(1) 生産フォンド培加率＞労働力数増加率
(2) 基本フォンド増加率＞流動フォンド増加率
(13) Intensivierung durch Rationalisierung, SS. 70-71. 
(14) Intensivierung durch Rationalisierung, SS. 71-72. 
(15) Intensivierung durch Rationalisierung, S. 72. 
(16) Intensivierung durch Rationalisierung, SS. 72-73. 
贔
38(318) 東ドイツにおける経済の内包的発展について（大橋）
(3) 
(4) 
(5) 
基本フォンドのうち活動的部分増加率＞非活動的部分増加率
生産フォンド増加率＞労働力単位当りフォンド装備率の向上率
労働場所当りフォンド装備率の向上率＞労働力単位当りの装備率の向
上率
このうちかれはとくに最後の条件を重視し， 「有機的構成高度化の法則に
対して傾向的に反作用する最も重要な要因は，理論的にいうと，労働力当り
のフォンド装備の増加よりも，労働場所当りの装備のより急速なる増加であ
り，実践的には，労働の交代係数の向上である」として，靴下コンビナート
"Esda"ゃ "Auerbach"工場における合理化計画における多交代制にふれ
(17) 
ている。ちなみに， コチオレクがフォンド効率低下の阻止要因としてあげる
交代制の強化は， DDRにおいて今日着々と進行している。 （第4表）
交代制はともかくとして，フォンド効率は，理論的にみるならば次のよう
な関係にたつ。
国民所得 国民所得= ／ 
フォンド
フォンド 就業者数 就業者数
＝労働生産性／フォンド装備率
従ってフォンド効率向上のためには，
他方が不変のままで，労働生産性が大に
なるか， フォンド装備率が小となるか，
あるいは， フォンド装備率が高まるより
もより急速に労働生産性の高まることの
いずれかが必要である。
的構成が高度化する時には，
フォンドの有機
フォンド装
フォンド効率向備率は向上するが故に，
上のためには， フォンド装備率よりもよ
り急速に労働生産性の向上することが必
第4表 DDR社会主義セククーに
おける全生産労働者に占め
る第1交代，第2交代，第
3交代労働者の割合
（全生産労働者＝100。各年10月。彩）
年
1962 
1963 
1964 
1965 
1966 
1967 
1968 
1969 
1970 
1971 
1972 
（注）
1第1交代1第2交代1第3交代
77.8 15.8 6.4 
77.0 16.0 7.2 
77.0 15.8 7.1 
77.2 15.7 7.1 
77.1 15.7 7.2 
76.7 I 15.8 7.4 
77.2 15.5 7.3 
76.7 15.5 7.8 
76.6 15.3 8.0 
75.6 15.7 8.6 
75.2 16.1 8.7 
Statistisches Jahrbuch der 
DDRより計算
(17) Intensivierung durch Rationalisierung, S. 73. 
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要である。 1960年以降 DDRにおいては，労働生産性向上がフォンド装備率
向上に及んでおらず，その分だけフォンド効率が低下しているものとみられ
る。このような事態を考慮して，今日 DDRにおいては， 1974年の SED第
13回中央委員会により，増加率において次の条件の遵守されるべきことが決
(18) 
定され，労働生産性の向上が一段と強く叫ばれている。
(1) 労働生産性＞商品生産量
(2) 商品生産量＞物財消費量
(3) 商品の品質＞商品生産量
(4) 労働生産性＞労働力当りの基本フォンド装備量
(5) 商品生産量＞基本フォンド
なお，前記の関係式はフォンド装備率，従ってフォンド集約度の観点から
すると，
フォンド装備率＝ 労働生産性
フォンド効率
として硯わすことができるが，これにより明らかなように，拡大再生産にお
いてフォンド集約的形態 (fondsintensiveForm) とフォンド節約的形態
(fondssparende For_m) とに区別することができる。 フォンド集約的形態
とは，労働生産性が向上するもフォンド効率が低下する場合で，従ってフォ
ンド装備率は高まる。フォンド節約的形態では，労働生産性とともにフォン
ド効率も上昇する場合で， フォンド装備率は高まらない。この観点からすれ
ば1950~1960年の DDR経済はフォンド節約的発展であったし， 1960年以後
はフォンド集約的発展に移行したものということができる。マイヤーはこの
(19) 
2形態を内包的拡大再生産の 2形態として定式化しているが，内包的拡大再
生産に限定される必要はないと思う。
(18) F. Matho und G. Schilling, Zur Bewertung der Leistung von Kombinaten 
und Betrieben, Wirtschaftswissenschaft, 23. Jg., 1975, Nr. 9, S.1318. 
(19) S. Maier, a. a. 0., S.. 133. 
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W 社会的総生産物，補填フォンド，国民所得
経済内包化の今一つの問題として，物財の消費の問題にふれておかなくて
はならない。社会的総産物は，対象化された労働の費消分と生きた労働の費
消分との合計であり，前者は，費消された生産手段の価値分であって，具体
的には労働対象の費消分である原材料や生産サーヴィスに対する費用と，労
働手段の費消分である償却費とによって示される。社会的総生産物を一定と
すると，生産手段の費消分の補填にあてられるべき補填フォンドが大であれ
ば，生きた労働により作り出された価値分すなわち国民所得は小となり，反
対に，国民所得が大であれば，補填フォンドは小となる。
フォンドの有機的構成の高度化，従ってフォンド装備率の向上は，補填フ
ォンド部分の相対的増大，国民所得部分の相対財減少をもたらす。既述のフ
ォンドの有機的構成の高度化にともなうフォンド効率の低下の問題は，いう
までもなく，社会的総生産物に占める国民所得部分の相対的減少を別の言葉
で表現したものにほかならない。フォンド効率の低下の問題をここではこの
角度より検討し， DDRにおける内包的発展の進展の過程について考察して
おきたい。
DDRにおいて社会的総生産物が補填フォンドと国民所得とにいかに分割
されているかは，第5表にみる通りである。ここでは1957年が転換期となっ
ている。国民所得の割合は同年をピークとして再び下落しており，その傾向
は1973年にいたるまで変わっていない。 1950年代と1960年代とで比較してみ
ると， 1950年代では，国民所得が社会的総生産物と補填フォンドよりもより
急速に増加したのに対して， 1960年代になると，その傾向は逆転し，補填フ
ォンドの方がより急速に増加している。すなわち1950~1960年における社会
的総生産物の培加率は254.5％であるのに，国民所得は261.4%，補填フォン
ドは 249.2％の増加率となっている。 1960~1970年では社会的総生産物の増
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加率は173.1形であるところ，国民所得は
153.1彩，補填フォンドは189.1彩の増加
である。 1970年代においてもこの傾向は
基本的には変わらないが，しかし， 3つ
の指標の間の差異の縮小してきているこ
とが特徴的である。 1971~1973年の 3年
間をとると，社会的総生産物の年間平均
成長率は 105.7彩，国民所得のそれは
105.2鍬補填フォンドのそれは106.0%
であるのに対して， 1966~1970年の 5
年間におけるそれはそれぞれ 106.3彩，
105.2鬼 107.0形で，較差は縮小傾向にあ
るといえる。
本年 5月開催された SED第9回党大
会で発表された1976~1980年の 5か年計
画によると，国民所得は年平掏4.9~5.4
％の割合で成長することが計画されてい
るので， 3指標の平行が続くものと思わ
れる。かくて DDRのこれまでの経済発
展は，この観点からは， 1950年代の国民
所得の急速なる成長期， 1960年代の補填
フォンドの急速なる成長期， および，
1970年代における社会的総生産物，補填
フォンド， 国民所得の平行的成長の時
期，と端的に特徴づけることができる。
最近の DDRの経済発展における社会
的総生産物の成長テンポと国民所得の成
長テンポの平準化，従って補填フォンド
第5表 DDRの社会的総生産物
の構成
（社会的総生産物＝100%)
年度 1補填フォンド！ 国民所得
1950 52.1 47.9 
1951 52.4 47.6 
1952 51.0 49.0 
1953 51.1 48.9 
1954 50.9 49.1 
1955 50.7 49.3 
1956 50.3 49.7 
1957 49.4 50.6 
1958 50.3 49.7 
1959 50.7 49.3 
1960 50.9 49.1 
1961 51.0 49.0 
1962 51.7 48.3 
1963 51.9 48.1 
1964 52.8 47.2 
1965 54.1 45.9 
1966 54.0 46.0 
1967 54.1 45.9 
1967※ 59.4 40.6 
1968 59.7 40.3 
1969 60.6 39.4 
1970 60.6 39.4 
1971 60.8 39.2 
1972 60.， 39.1 
1973 61.2 38.2 
注 (1) G. Schmiai upd A. 
Benesch, Intensiv er-
weiterte Reproduktion 
in der DDR, Jena 1973, 
s. 112.および Statisti-
sches Taschenbuch der 
DDR, 1974.による。
(2) 1967年まで1963年の価格
を基準とし， 1967年※以
後は1967年の価格が基
準。 1967年の 2つの数字
は同年の価格変更による
相遮を示す。本稿での他
の表や資料はすべて現在
の価格体系への修正済み
のもの．
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の成長テンポと国民所得の成長テンボの平準化は，ベンシュによると，同国
における内包的拡大再生産の進展と因果的に (urs!ichlich)に結ぴついてお
り，内包的発展は直ちに国民所得部分の相対的低下をもたらすという主張に
(20) 
対する，大きな実際的反証であるという。内包的発展，とりわけフォンドの
有機的構成の高度化が国民所得にいかなる影響を与えるかに関連して，ここ
で，補填フォンド部分の割合にどのような要因がいかに影響を与えるかにつ
いて，ベンシュのいうところを紹介しておきたい。ベンシュによると，この
(21) 
点について次のような関係式が成立する。
E＝補填フォンド
P＝総生産物量
E 
p ー＝総生産物に占める補填フォンドの割合（総生産物に対する生産手段
消費分集約度 (Produktionsmittel ver bra uchsintensit!i t des Gesamtpro-
dukts)) 
A＝減価償却分
Gf＝基本フォンド
紗＝基本フォンド回転数
Ak＝労働力数
p 
Ak ー＝労働生産性
路＝労働力当り基本フォンド装備率
Mk＝物財費用
Mた物財フォンド
翡＝物財フォンド回転数
(20) G. Schmidt und A. Bensch, a. a. 0., S. 113. 
(21) G. Schmidt und A. Bensch, a. a. 0., SS.117-119. 
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器＝労働力当り物財フォンド装備率
E A.  Mk 
-―=—＋ーp ~ p'p  
A _, Gf, Mk., Mf ＝で戸ァ＋町Xp
沿 x器學＋姜が器x芋
＝｛（紛x弧）＋（器xダ釧I五
すなわち，社会的総生産物中に占める補填フォンドの割合は，労働生産性
向上する時低下し，フォンド回転率が大となる時およびフォンド装備率が高
まる時，向上する。従って国民所得部分の割合は，反対に，労働生産性向上
する時増加し，フォンド回転率が大となる時およびフォンド装備率が高まる
時，低下する。最近における DDRの3指標の平準化，とりわけ国民所得部
分と補填フォンド部分の割合の乎準化
が，労働生産性向上とフォンド装備率向
上の較差の縮小の現れであることは，ぃ
うまでもない。
国民所得部分はさらに蓄積部分と消費
部分とに大別されるが，この分割の割合
が最近においていかに推移しているかを
さらにみてみると， 1970年代になって
DDR経済が新しい段階に入ったことが
読みとられうる。第6表より明らかなよ
うに， DDRにおける国民所得のうち蓄
積の割合は， 1970年の24彩をピークとし
て低下もしくは横ばいとなっている。シ
ュミットのいうように，外延的拡大再生
第6表 DDRの国内で使用された
国民所得の構成
（国内使用国民所得＝100。彩）
年度 i蓄積！消費
1950 
1955 
1960 
1965 
1966 
1967 
1968 
1969 
1970 
1971 
1972 
1973 
8.5 
9.8 
18.1 
19.9 
21.1 
21.4 
19.7 
21.9 
24.0 
22.8 
22.1 
22.1 
91.5 
90.2 
81.9 
80.1 
78.9 
78.6 
80.3 
78.1 
76.0 
77.2 
77.9 
77.9 
（注） Statistisches Taschenbuch 
der DDR, 1974, S. 26. 
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産においては，国民所得に占める蓄積部分が比較的に増大して蓄積率が高ま
り，消費率が低下して，消費フォンドが，絶対的増加にもかかわらず，相対
的に減少するのに対して， 「内包的拡大再生産によって，蓄積フォンドの増
加テンボと消費フォンドの増加テンボを相接近させること」が課題であると
（そ2)
するならは， DDRにおいて内包的発展が実際に定着し，指標の上においても
一つの具体的事実となって現われてきたのは，やはり 1970年代に入ってから
であるということができる。
かくて外延的発展から内包的発展への移行という観点から総括的にいうな
らば，やや図式的ではあるが， 1950年代を外延的発展の時期， 1960年代を外
延的発展から内包的発展への移行期，もしくは内包的発展の基礎の建設の時
期， 1970年代を内包的発展の定着の時期と特徴づけることができるであろ
う。
V DDRにおける経済内包化の必然性について
猛びにかえて一一
DDRにおいて経済の内包的発展が硯実に定着したのは， 以上のごと<,
1970年代に入ってからとみられるが，外延的発展から内包的発展への移行が
打ち出されたのは，既述のようにすでに1963年の SED第6回党大会におい
てであった。内包的発展への移行は，当時における DDRの社会経済の発展
段階から必然的に生まれたものである。 1963年の第6回大会で社会主義的生
産関係が確立し勝利したことが確隠されたが，このことは DDRにおいて社
会主義的経済体制が，今や社会主義自身の土台の上において発展し始めるこ
とを意味する。ニックの言葉をかりれば，「社会的および経済的進歩のため
の重大なる推進力は，今後においては，所有関係の社会主義的変革から生じる
のではほとんどなく，それは今や社会主義経済の内的なる完成化と高度の発
展，社会主義経済の内なる利点と原動力の展開からのみ生まれる」段階とな
(22) G. Schmidt und A. Bensch, a. a. 0., SS. 48-49. 
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(23) 
ったのである。 1950年代と1960年代とを分ける決定的な本質的メルクマール
は，いうまでもなく，ここに求められなくてはならない。社会主義自身の土
台の上において経済を発展させていくとは，社会主義独自の生産の基礎を作
り出していくことであり， DDRの社会経済的，物質的， 自然的条件に照応
した経済構造を形成することである。その基礎として要請されたものが，ま
さに外延的発展から内包的発展への移行にほかならないのである。
内包的発展への移行は， 1950年代における外延的発展の上においてのみ可
能であったことはいうまでもない。 DDRにおいて1950年代に外延的発展が
不可欠であったのは，東西ドイツの分裂より起った経済のアンバランス，何
よりも設備，資源の不足であった。もともとドイツの中でも農業地方であっ
た同国地域は，東西分裂によって大きなハンディキャップをになわされた。
(24) 
この点はわが国においてもすでに広く研究され紹介されているが，東ドイツ
地域は，土地や住民は約 3分の 1であったのに，工業設備は27彩であったに
すぎず，高炉にいたっては，全ドイツ 125基中，東ドイツ地域にあったのは
わずか 5基にすぎない。それに加うるに，戦争による被害は，西ドイツ地域
にくらべてはるかに甚大で，例えば都市の住宅で破壊された割合は，西ドイ
ツ地域が15彩であったのに対して東ドイツ地域は50%，工場設備の破壊は，
西ドイツ地域20鍬東ドイツ地域45彩であった。さらに， 1961年までの東西
ペルリンの国境開放により DDR側の受けた被害は約3000億マルクにのぽり，
それは1957年から1961年の 5年間の DDRの工業部門中社会主義セククーの
投資総額に大休相当するものである。このような経済構造のアンバランスそ
して設備の低水準を外延的拡大の方向で是正し，社会主義経済休制の基礎を
建設することが， 1950年代の課題であったのである。当時は投資の 3分の 2
が外延的拡大に使用され，フォンドの補填や近代化に使用されたのは 3分の
(23) H. Nick, Gesellchaft und Betrieb itn Sozialismus, Berlin 1970, S.19. 
（況） とくに林昭「瑣代ドイツ企業論」第5章，および上林貞治郎編「ドイツ社会主義
の発展過程」第5章，金鐘碩「東ドイツ経済の構造」第2章，第3章，石川浩
「戦後東ドイツ革命の研究」など。
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(25) 
1にすぎない。
1960年代初頭に DDRにおいて提起された外延的発展から内包的発展への
移行は，本質的には以上の事情により起ってきたのであるが，直接的には労
働力の要因がきっかけであったといわざるをえない。第7表で明らかなよう
に， DDRの労働力は， 1950年代前半において増加傾向にあったが，東西ベ
ルリン国境が閉鎖されていなかったこと 第7表 DDRの就業者数と
婦人就業者の割合
もあって， 1950年代後半から停滞傾向を
就業者数 婦人の割合
示し， 1963年最低となり，その後婦人労 年 I （千人）1 （％） 
働力の顕著な増加により総数としては増
加傾向に転じている。しかし， 1980年以
後においては総数においても減少するこ
(26) 
とが見込まれている。それはともかく，
1960年代初頭この労働力の停滞もしくは
減少問題が，人口減少の長期的傾向と関
連して，（第8表） DDRの経済発展に対
第8表 DDRの人口
（千人）
年 総人口
1949 18,892 
1950 18.388 
1955 17,944 
1960 17,241 
1965 17,020 
1970 17,058 
1971 17,061 
1972 17,043 
1973 I 16,980 
1974 I 16,925 
（注） Statistisches
1950 7,196 40.0 
1951 7,238 41.3 
1952 7,271 42.7 
1953 7,417 43.0 
1954 7,634 43.7 
1955 7,722 44.0 
1956 7,677 43.9 
1957 7,757 44.0 
1958 7,725 43.9 
1959 7,762 44.8 
1960 7,686 45.0 
1961 7,692 45.7 
1962 7,682 46.0 
1963 7,646 46.0 
1964 7,658 46.3 
1965 7,676 46.7 
1966 7,684 46.9 
1967 7,714 47.2 
1968 7,712 47.2 
1969 7,746 48.0 
1970 7,769 48.3 
1971 7,795 48.7 
1972 7,811 49.0 
1973 7,844 49.1 
Taschenbuch （注） StatistischesJahrbuch der 
der DDR, 1974. DDRによる。
(25) 以上の，当時の東ドイツ地域の経済状態についての数値は，林昭教授前掲書と若
千のくい遣っているが，すべて H.Nick, a. a. 0., SS. 20-21．によるものである。
(26) E. Sachse und E. Stiller, Die Planung des gesellschaftlichen Arbeitsvermogens; 
東ドイツにおける経済の内包的発展について（大橋） （3町）47
して容易ならざる問題を投げかけたのである。
シュミットもいう通り， 「経済内包化の必然性は， DDRの具体的条件の
もとにおいては………労働力の予備がもはや存在しないこと，今後の生産増
加はほとんど専ら労働生産性向上によってのみなされねばならないことから
（町）
生じた」のである。少なくとも，労働力の不足が内包的発展への傾向を強め
たのである。しかしながら，経済内包化の必然性の根拠として， DDRにお
いて，労働力の事情を本質的なもの，究極的なものと考えるのは，シュミッ
トの強調する通り根本的な誤りである。そのような主張では，問題の本質と
して経済法則が取り上げられずに労働力問題のみが前面に立つため，内包化
が専ら不足を調整する措置として理解され，時には必要悪であるとさえ考え
られることになる。このような見解に対してシュミットはいう。 「いわゆる
労働力不足をもし前面におくならば，われわれは，果していかほどの労働力
があれば足りるのかという問いに答えねばならないであろう。………労働力
は，充足されるべき欲望にくらべれば，十分であることは決してないであろ
う。われわれの道理ある欲望を基準とすれば，労働手段にしても労働対象に
しても決して余りがあるわけではないのである。………内包化を必然たらし
めたのは社会主義の経済法則それのみであって，もし労働力問題がたとえそ
れほど尖鋭化していなくても，増大する欲望を少ない費用で充足するために，
(28) 
内包化は必然的であったであろう。」
かくみるならば，内包的発展の必然性は，直接的には労働力の逼迫から起
ったとはいえ，基本的，本質的，究極的にはやはり， DDRの当時の経済の
到達水準において社会主義の経済基本法則の要請から生まれたものといわね
ばならないのである。このような意味において，内包的発展は， DDRにお
いては，まず何よりもイデオロギーの問題であったのである。内包的発展の
滲透，定着，実行が DDRにおいていかに困難な問題であったかは，内包的
Wirtschaftswissenschaft, 24. Jg., 1976, Nr. 2, S. 249. 
(27) G. Schmidt und A. Bensch, a. a. 0., S. 49. 
(28) G. Schmidt und A. Bensch, a. a. 0., SS. 49-50. 
位 (328) 東ドイツにおける経済の内包的発展について（大橋）
発展への移行がすでに1963年提起されながら1970年代になって初めて具体的
数値の上で駆められるにいたったところに，如実に現われている。ちなみに
ニックによると， 1960年代初頭において内包的発展が提起された時， DDR 
ではかなり多くの経済活動家が事柄の本質を理解せず，経済発展とは外延的
拡大投資すなわち大工場の建設などであって，内包化は「小さいこと，小さ
(29) 
いこと」と考えていたのである。 DDRの最高指導者である SED第一書記
ホーネッカー （硯在書記長）ですら， 1971年の第8回党大会の報告におい
て，「われゎれは，すでに1966年 SED中央委員会と閣僚会議との合理化問
題会議において，内包的拡大再生産を経済政策の中心点においているにもか
かわらず，経済的事実の示すところによると，この路線が徹底的に実践され
(30) 
ているとはいえないのである」と述べざるをえなかったのである。
(1976.8.30) 
(29) H. Nick, a. a. 0., SS. 28-29. 
(30) E. Honecker, Bericht des Zentral.komitees der SED an den VIII. Parteitag 
der SED, Berlin 1釘1,s. 45. 
